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1 .はじめに

本稿は、円環的生涯発達支援による青少年問題への取り組みとして各国に拡大している

メンタリング運動と学校との連関に関する研究の一環として、英国のロンドン東部地域に

おけるビジネス型メンタリング・プログラムの事例を中心に、その実態と課題を検討しよ

うとするものである。

メンタリングとは、成熟した年長のメンター (mentor) と若年のメンティ (menteeま

たは prot句e) とが基本的に一対ーで継続的定期的に交流し、役割モデルと信頼関係の構

築を通じて発達支援を行うものである。日常のインフォーマルなメンタリングとは異なる、

フォーマルな制度化されたメンタリング・プログラムは、交流場所と活動様式によって、

①コミュニティ型プログラム(自宅を含む地域コミュニティの様々な場所で交流)、②(学

校や職場等)特定の場所を基盤とするプログラム、③テレメンタリング、に大別される。

メンタリング運動は、 1990年代以降、 BBBS運動を中核に草の根運動が拡大した米国を

中心に、米国の事例を学びつつ、各国各地でそれぞれの事情に応じた工夫と共に新たな展

開がなされている。英国においては、社会的排除の解決に向けた青少年施策の鍵として政

府関連諸部局によって導入促進され、米国とは異なるプログラム類型の下、メンターに専

門職的要素をも含むメンタリング・プログラムが実施されている。

メンタリング・プログラムに関する研究は日本においても徐々に蓄積されつつあるもの

のl、メンタリング・プログラムと学校の連関に関する検討は最近、研究が着手されたばか

りであり、米国における学校型メンタリング・プログラムが学校を地域コミュニティの拠

点として活性化していることが明らかになっている 2。本稿では、米国とは異なる英国での

学校型メンタリング・プログラムの展開動向と実態、成果について文献資料の分析を行う

と共に、それを現地での聞き取り調査 (2005年 8月、 2007年 8月、 2008年 9月、ロン

ドン)によって確認しながら検討し、英国のメンタリング運動における学校の役割から、

日本におけるメンタリング運動の拡大可能性を生涯学習社会における学校の視点から探究

してみたい。

2 .英国メンタリング運動の動向

今回、メンタリングは、英国において「青少年、とりわけ『社会的に排除されている』
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とみなされている人々に対応する国家的地方的な戦略内部の鍵的要素になっている J3とい

われている。英国でメンタリング運動が興隆した社会背景として注目すべきは、親世代と

異なる世界において長期の従属状態を不安定な状況ですごすことを余儀なくされている青

少年の支援の必要性があった。国際化、高齢化、情報化の進展により英国の青少年は他国

の青少年と同様、親世代とは大いに異なる世界で成長しつつあり、住宅や教育、雇用関連

政策の変化により親への従属期間が長期化する傾向が顕著になっている。一方、「リスク社

会J と呼ばれる伝統的紳と構造が崩れた個人化が進展する社会にあっては、旧来の社会に

存在した自然発生的日常的なメンタリングは期待できなくなっており、青少年は親以上に

同輩集団に依存すると共に、既存社会の規範に敵対的になっている o よりスムーズに子ど

もから大人に成長していくことを可能にする支援の人工的創出の必要、これがメンタリン

グ運動興隆の背景にある九

英国内務省は、メンタリングを以下のように定義している。「メンタリングは、一対ーの、

個々のメンターが他者を支援するために時間を与える、非審判的関係性である o その関係

性は典型的にメンティの人生における転換期にあって、相当の持続的期間継続する。 5

英国のメンタリング運動の以下のような経緯を経て今日に至っている。 1982年には後の

地域におけるメンタリング運動に多大に貢献をなすことになる Businessin the 

Comm unity (BITC) が設立され、メンタリング・プログラムの先駆となる Roots(of 

personal worth) and Wings (of personal growth)が 1992年に開始されている o 1994年に

は、キャリアガイダンス機構による MentoringAction Project (MAP) による就業支援型

メンタリング・プログラムが開始され、 NationalMentoring Network (NMN)が設立さ

れているに

労働党に政権が移った 1997年以降、メンタリングは更生保護事業や移民政策、就業支

援政策、学力向上政策等、多様な政策の中に埋め込まれていった。 1998年の犯罪秩序破嬢

に関する法律 (TheCrime and Disorder Act) により、裁判所は若年犯罪者にメンタリン

グの選択命令を出すことができるようになった。内務省はこの時期、社会関係資本と市民

社会の増強に向けて、地域におけるメンタリングと支援の全国的インフラ整備のため 1200

万ポンドを計上している。2001--2004年のメンタリング、基金(MentoringFund)は総額 810

万ポンドを 38のコミュニティ型プログラム、当該地域のメンタリングの調整のための 7

つのメンタリング・ポイント (MentoringPoints)、ならびに全国的インフラ支援の提供

に向け NMNに資金援助を実施し、 NMNはさらに「メンタリングとピフレンディング財

団J(Mentoring and Befriending Foundation)となり 430万ポンドが予算化されている 70

1999年に大学生がメンターとなって学校での学力支援にあたる学習メンター

(Learning Mentor) が創設され、 NationalMentoring Pilot Project (NMPP)と共に、学

力促進が必要な EducationAction Zone (EAZ)8の 12--17歳の生徒向けのメンタリング・

プログラムが実施されている o NMPPは 2005年に大学生が中等教育機関の生徒のメンタ

ーとなって支援を行うテレメンタリング・プログラムを含む AimhigherNational 
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Mentoring Scheme (ANMS)に発展継承され、 2010年までに高等教育への進学率を 50%

まで上昇させようとする政府目標の実現を目指している 90

3. 英国のメンタリング・プログラムの類型と特徴

1 )類型

上記の経緯を経て、発展してきた今日の英国のメンタリング・プログラムは、以下の三

つに分類できる o ①ビジネス型(ビジネス・メンタリング・プログラムないしは産業型メ

ンタリング・プログラム)、②コミュニティ型、③就業支援型、④学習メンター、である。

第一のビジネス型プログラムは、産業型メンタリング・プログラムとも称され、ビジネ

スと教育のパートナーシップによって樹立されたものである。ビジネス・メンタリングに

は、単独企業によるプログラムと企業連合によるプログラムがある。職業に関連した実践

的指導支援を行うことによって生徒の職業意識を育て，従業員もメンタリング活動を通じ

て自らのコミュニケーション能力を高め地域コミュニティに貢献することが目指されてい

る。企業が従業員メンターを地域の学校に派遣し、 GCSE (General Certificate of 

Secondary Education) の Cレベル以上での合格を目指している。ビジネス型メンタリン

グ・プログラムは企業に多くの利益を持たしていることが知られている o 対外的には、メ

ンタリングはメンターとなる従業員のコミュニケーション・スキルを上達させ、企業と地

域との連携、地域貢献による企業イメージの向上という利益があるとされ、企業組織内に

おいても、メンタリング・プログラムへの参加が従業員の職場でのモラールやモティベー

ションを高め、従業員閑のコミュニケーションやチームワークの向上が職務満足や生産性

の向上に繋がっていることが知られている。ビジネス型プログラムは、①実務に関連する

カリキュラムの提供、②学校の試験結果への好影響、③生徒の人格的社会的発達に向けた

教育、④生徒の就業意欲の喚起、を目標に掲げている 100

第二のコミュニティ型プログラム(コミュニティ・メンタリング・プログラム)は、地

域コミュニティの住民による積憧的行動として、黒人やアジア系、女性等のマイノリティ

の地位向上や非行防止や非行青少年の保護更正を目指し、同集団出身の成功者をメンター

として組み合わせ，個別の継続的支援を行っている 11。地域の反体制文化や非抑圧集団の

青少年に対する価値や態度の変容を求める場合、学校やカレッジで歓迎されない向きもあ

るが、上記のビジネス型プログラムが最も不利益を被っている階層を排除放置したままに

なりがちなのに対し、コミュニティ型プログラムは市民ボランティアの善意を基礎に、社

会的不公正を積極的に正していこうとしている点に特徴がある。

第三の就業支援型メンタリング・プログラムは、その対象を学習困難者、マイノリティ

集団出身者、障害者、一人親、薬物・アルコール使用者、非行青少年、不利益地域の出身

者とする点においては第二のコミュニティ型プログラムと共通しているが、二つの前提、

すなわち、①社会的排除の解決は労働市場ないしはそれに向けた正規教育ルートへの再従

事にあり、②メンタリングの具体的役割は、就業に向けて青少年の価値観や態度、信念、

行動を変容させることにある、という点において異なっている。就業支援型メンタリング
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の典型は、英国労働党政権がニート対策としてそれ以前の複数の青少年担当部局を統括す

ることによって新設された「コネクションズ戦略Jの PA(パーソナル・アドバイザー)

による継続的個別支援である 120

第四の学習メンターは、 1999年に「都市における優秀性J(Excellence in Cities)構想

により、社会的剥奪が顕著な都市部での教育改善に向け、制度的改善と教育措置における

多様性の増強と並ぶ、生徒個人に焦点をあてた行動計画として導入された。教育政策にお

ける市場化原理の行き過ぎの是正に向け、有給の学習メンターが初等中等教育機関に出向

き、教師等の学校スタッフと協力しながら、貧困等不利益を背負った学力不振児や不登校

児、非行生徒が学校内外の学習障壁を克服するのを支援している。今日約 14000人が活動

し、多彩な活動マニュアルや教材等 13も整備されつつある。教育水準局 (Officefor 

standards in Education， Ofsted)も以下のように学習メンターの効果を高く評価している o

「学習メンターは、彼らが支援している生徒の出席、行動、自尊感情、進歩に重大な効果

を及ぼしつつある。学習メンターによる支援は生徒やその父母から高く評価されている o

…それは『都市における優秀性』プログラムの最も成功した最も高く評価されている政策

である。…調査校の 95%で、査察官はメンタリング・プログラムが学校全体の主流機構に

積極的貢献をなし、個々の生徒の行動と彼等の学習し進歩する能力に有益な効果を持って

いると判断しているロ J14 

2) 特徴:学校型メンタリング・プログラムの普及

上記の英国におけるメンタリング・プログラムの類型を米国等とのそれを比べると、特

に、①ビジネス型メンタリング・プログラムと、④学習メンターにおいて、学校型メンタ

リング・プログラムの普及が著しいことが明らかになる。

学校型メンタリング・プログラムは、①担任教師やその他の教職員が生徒に参加を推奨

していること、②典型的交流は学期中毎週 1時間程度であること、③メンターは放課後等、

定期的に学年暦に応じて学校で生徒と一対ーで交流していること、④学習支援を中心にそ

れ以外の活動も行っていること、⑤低コスト、⑥図書室やコンビュータ等、学校施設の活

用と、教師やカウンセラーの協力等、モニタリングが容易であるという特徴を持っている。

これらの特徴を活かしながら、学校、地域コミュニティ、企業による連携支援がなされて

いる。その連携の核心は、施設提供と教師による協力を行っている学校であり、教師は、①

生徒の紹介、②マッチングの支援、③メンターやプログラム事務局への連絡、仲介、④保

護者の関与の促進、⑤メンティの変化に関する質問紙調査への回答等を行う一方、企業は、

①資金援助、②従業員をメンターとして派遣している 150

以下では、英国の学校型メンタリング・プログラムとして、ロンドン東部地域の三つの

ビジネス型メンタリング・プログラムを取り上げ、これらのプログラムがどのように実施

運営され、いかなる成果を上げているのか、 2008年 9月の訪問インタヴューを中心に明ら

かにしたいo

4. ビジネス型メンタリング・プログラムの事例(ロンドン東部地域)
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1 )ハクネイ学校メンタリング・プログラム 16

ビジネス型メンタリング・プログラムの事例の代表として、ハクネイ学校メンタリン

グ・プログラム (HackneySchools Mentoring Programme) を取り上げたい。同プログ

ラムは、 1996年、東ロンドンビジネス連合 (EastLondon Business Alliance) とハクネ

イ学習ノミートナーシップ (HackneyLearning Partnership) によって設立された。

同メンタリング・プログラムが、多くの多国籍企業と地域を基盤とする企業からの支援

を受けているのは、その地理的独自性による。ロンドン東部地域に位置するハクネイ地域

は、世界の金融の中心地であるシティ地域に隣接するも、ハクネイ地域への経済的，恩恵は

少ないという。ハクネイ地区には、幼児学校 2校、小学校 57、特別学校 5、中等学校 9校、

2万 7千人の生徒が在学している。 80以上がアフリカ系ないしはそれ以外のマイノリティ

を占め、英語が第二言語である生徒が 53%となっている o ハクネイ地区の使用言語は 100

以上存在し、 2700人以上が難民の子どもが占めている。ハクネイ地区の 44%の小学生、

50%の中等学校生が無料学校給食を受けている。多くのハクネイ地域の生徒は、自信を欠

き、自身の能力とアスピレーションに見合う職業を見出し、それを追求する機会を欠いて

いるとし、う。

同プログラムのメンティは、ハクネイ地区の第 10学年生 {14.......15歳)であり、第 9学

年で募集を行っている。同プログラムの目的は、メンティの自尊感情と自信の増進、職業

世界の経験の獲得、学業成績の向上、向上心の増進にある o 同プログラムはメンタリング

のより具体的な目的を以下のようにハンドブックに記している o ①信頼の構築、②個々に

応じた助言の提供、③代替案の紹介、④挑戦、⑤やる気をださせる、⑥生徒に主体性を奨

励する。

メンターは、ハクネイに居住する地域コミュニティのメンタ一、ならびに金融の中心地

シティならびにカナリーウォーフ (CanaryWharf) 地区に事務所を設置して企業活動を

行っている以下の 20社以上から派遣されている。それらは、 AON，CMS，Cameron 

McKenna， Freshfields Bruckhaus Deringer， Hackney Council， Learning Trust， 

Kinklaters， Lloyds， Schroders， Slaughter and May， McGrigors， Macquarie Bank， UBS、

等である。地域のメンターは、自身が育ち居住している地域コミュニテイへの返礼や若者

に積極的影響を与えることを望む自営業者や創造的セクター、近隣のカレッジや大学に通

う学生である。

同プログラムでは、 2週間に一度、メンティが放課後、メンターの職場を訪問して、 1

--1.5時間、交流している。メンタリングの期間は、 9月~翌年 7月のー学年で、夏休み

期間の交流はない。メンターが学校を訪問するのは、第一回目の交流時のみで、後は各メ

ンターの職場での交流となっている。特に初回の交流を、メンティ自身の日常生活の慣れ

た環境で行うことによって緊張感を少なくするようにしている。初回のメンタリングでは、

通常、メンティがメンターに学校案内を行っている。

同プログラムの参加者は、毎年約 500人の生徒と 300人のメンターで推移している。メ
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ンティがメンターの数を上回っており、一対ーの伝統的メンタリングと一対多のグルー

プ・メンタリングを併用している。

同プログラムの事務局は、 2008年当時、 4人の専任担当者によって運営されている。事

務局のディレクターは、オーストラリアから移住していた方で、本プログラムでの勤務は

6年目である o 同ディレクターは、大学では演劇を専攻し、前職は舞台芸術家である異色

の経歴を持つ。

同プログラムは、それぞれのペアの活動の様子が、インターネット上にアプされ、事務

局のみならず誰もが見ることができるようになっている。また、生徒特有の若者言葉の解

説などもなされ、メンタリング関係の促進にインターネットが有効に利用されている。

同プログラムの成果については、 2008年当時、統計調査こそなされていないものの、メ

ンターならびにメンティの多くの感謝に満ちた双方へのコメント、プログラムに参加して

よかったとする参加報告が公開されている。また、メンターに参加を促している企業、学

校のコーディネーターもそのよき影響とメンタリングリングの成果を称えている o

最近の 2009.......2010年度の報告書によれば、メンティは 349人、メンターは 197人で、

規模的には若干の表減傾向が見られる。 153人のメンティからの回答によれば、 40%のメ

ンティが年間 16回以上メンターと会い、 84%が友人に推奨したいとし、 80%が期待に見

合うプログラムであったとしている。メンタリングの成果としては、大人と対面すること

により自信を持てるようになった (69%)、専門主義や積極性の向上 (59%)、コミュニケ

ーション能力の向上 (56%)等が挙げられている。一方、 70人のメンターからの回答によ

れば、 85%がメンティの自信向上を認め、 90%がメンタリングは期待通りであったとして

いる。また「すべて双方にとって楽しく、学びの過程となったJr満たされ、挑戦的で、報

われる思いがした j 等のメンターにとってもよき経験となったとするコメントが記されて

いる 170

2) タワーハムレッツ教育ビジネスパートナーシップ18

1991年に創設されたタワーハムレット教育ビジネスパートナーシップ (TowerHamlets 

Education Business Partnership)でも、 1994年からビジネス型メンタリング・プログラ

ムを実施している。同パートナーシップは地域の青少年のキャリアと生活の機会を高める

よう、学校とビジネスの連携を図る独立福祉法人である。事務局は、セツルメント運動の

発祥の地として著名なロンドン東部地域のトインピーホールに事務局が置かれている。

タワーハムレッツ地域は、世界の金融の中心地であるシティから 1マイルも離れていな

い近くにありながら、同地域そのものは、依然としてロンドンの最も深刻な剥奪地域のー

っとなっている。例えば、無料学校給食を受ける生徒 66% (全英平均 18%) となり、生

徒の家庭は経済的に貧しい。また、英語が第二言語である生徒も 64%に上っており、英語

を母語する生徒にはない困難を抱えながら就学している。本を手にする機会も殆どなく、

思考の地平を広げる活動や静穏な学習環境にも恵まれていない。特に移民の子どもたちの

親の多くは学校教育を受けておらず、結果的に高い失業率となっている o 子どもたちの家
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庭には、学業を奨励する家族や目指すキャリアに関連する役割モデルが存在しない。タワ

ーハムレット教育ビジネスパートナーシップは、こうした子どもたちに何ができるのか、

地域の雇用者が何を期待しているのか、双方のスキル・ギャップの橋渡しを行い、目標を

定めその実現に向けて青少年が遁進できる機会を提供している 19。

タワーハムレッツ教育ビジネスパートナーシップは、 200社近くの企業が出資ならびに

企業の社会的責任の一環として従業員をボランティア活動に参加させ、多彩なプロジェク

トを遂行している。小学校では、昼食時にゲームをしながら英語の読み書きや算数の学習、

コンビュータやスポーツ、チェス、科学等の指導にボランティアが協力する多様なスキー

ムが実施され、中等学校では、労働体験や職業資格、雇用可能性の意識化に向けた「雇用

へのパスポート Jフォーラム等を行っている o ビジネス型メンタリング・プログラムや、

語学メンタリング・プログラム (LanguageMentoring) はこうした企業と学校とのパー

トナーシップによるプログラムの一つである 200

同プログラムのメンティは、第 10--13学年(14--18歳)の生徒、特に第 10学年 (14

--15歳)ないしはシックスス・フォーム (16--18歳)の生徒である。参加募集は、学校

が成績や将来に向けた向上心、具体的キャリア選択、動機と自尊心に基づき、メンティを

推奨している o

メンタリングの活動は、 1--4人の生徒がグ‘ループで毎月 1--2回、学校ないしはメン

ターの職場で、 1時間、メンターと面会している。期間は 9月~翌 7月の 10ヶ月である。

現在、 300人のビジネス・メンターが、タワーハムレッツ地域の 16の中等学校の生徒 800

人にメンタリングによる支援を行っている 21。

メンタリング・プログラムの年間活動は以下のとおりである o 7月--9月に参加者募集

と犯罪歴調査によるメンターのスクリーニング。 9月--10月にメンタ一向けオリエンテー

ション・トレーニング(2時間)とマッチング、活動開始行事(1時間)0 10月~翌 7月

にかけてメンタリング活動(月 1回 1時間以上、計 10--12時間)0 1月--5月に支援グル

ープ活動(1時間 )0 6月に評価 (30分)06月--7月に年度末行事(1時間、参加自由 )220

同プログラムによってもたらされる生徒への期待される利得としては、 雇用機会の発

見、就労環境の経験、積極的な大人の役割モデルとの友情発展機会、自信と自尊心の増進

と視野の拡大である。さらに、メンターとの交流によって、履歴書の記載方法や面接技術、

時間管理等の重要スキルの向上と発展も期待されている。一方、メンターに期待される利

得としては、同プログラムに参加することが、①異なる文化や宗教に関する学習機会、②

何か異なることをして地域の若人の成長発展に積極的な影響を与えること、③地域コミュ

ニティに返礼する機会、④仕事行為を眺望へ導くことの援助、⑤教育制度についてより多

く発見する機会、⑥新たな挑戦的環境において諸スキルを試す機会、となることが想定さ

れている。

同プログラムの 2007/2008年度の年次評価によれば、メンタリング・プログラムへの

参加が、メンティの就労意識、自尊心、将来の見通しに好影響を与え、メンターにも、利
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他行動への好感やコミュニケーション能力等に良い影響があったことが判明している。参

加生徒の全員がメンタリングが就労はどのようなものかについてのよき洞察を与えたとし、

98. 5%の参加生徒がコミュニケーシヨン・スキルが向上したとし、 97%の参加生徒が未

来についてより希望を持てるようになったとしている o また参加生徒の 100%がメンタリ

ングを通してより自立するようになり以前ほど他人に頼らなくなったとしている 230

また学校のコーディネーター全員が、目標とされた人格発達に関する 8領域、職業世界

に関する知識の 6領域について、生徒の進歩を認めている。メンターも同様の高い満足を

示している o 95%のメンターが「若人に価値有る何かをしていることによい感じを持って

いる Jに賛意を示し、同じく「異なる聴衆とのコミュニケーションに上達したJに 86%、

「今日の若人に必要な事柄と問題をよりよく理解するようになったJに 81%が賛意を表し

ている 240

3 )タワーハムレッツ・カレッジ・メンタリングプログラム 25

ロンドン東部のタワーハムレッツ地区のメンタリング・プログラムである、タワーハム

レッツ・カレッジ・メンタリングプログラム (TowerHamlets College Mentoring Program) 

は、 2000年 7月に創設された。

テムズ河の北岸に位置するタワーハムレッツ地域は、 18世紀末の産業革命期以来、労働

者と移民の街として英国の最貧地域の一つである。貧困と特に若年層の高い失業率(約

20%) に特徴づけられる。 2008年までの英国経済の好況持続により、社会的経済的に改

善しつつあり、多民族多文化ならびに若者の人口増加が著しい。同地域に位置するタワー

ハムレッツ・カレッジは、学生数 7500人以上で、その 79%がマイノリティ出身者である。

特に多いのはバングラデシュ出身者で、学生全体の 44%を占めている o シックスス・フォ

ーム、ならびに成人学習者のための 9000のコースが、四つのキャンパスで開講されてい

る。 2006年に同カレッジは、金融サービスのための国家スキルアカデミーのロンドンの基

幹センターとなった260

タワーハムレッツ・カレッジ・メンタリングプログラムの使命と目的は、カレッジの使

命(=r達成を高め、すべての人にとっての障壁を取り除くこと J)のレトリックを現実化

するための一つの実践的方法とされている。すなわち、①学生が役割モデルによる継続的

支援、助言、激励を通じて自身の潜在的能力を実現するのを助けることを目指すこと、②

生徒がキャリア目標において成功するのに必要なスキルや行動、態度を発展させるのを援

助するため、メンターが直接的経験を共有する機会を提供すること、を通じて、生徒のや

る気を起させ、社会的教育的排除と戦うことを支援しようということである。

上記の使命や目的を、究極的には、全参加者に楽しい経験を提供することによって達成

したい、という同プログラムは、学生とメンター、双方が次のような機会を提供している。

学生には、①直接的学習や責任構造の外部で役割モデルと出会うこと。②職業や大学への

志願を高める自発的連携や教育課程外の活動を企画すること。③カレッジ制度の外部者か

ら助言や支援を得ること、の機会である。一方、メンターには、①地域コミュニティへの
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理解を増進し返礼する機会、②メンティの支援を通じて個人的満足と洞察を得る機会、③

今日の若人が直面している問題への洞察を得る機会、④役割モデルとなる機会、⑤若人が

達成水準を向上させ十全な潜在能力を実現するよう動機付け支援する機会である。

メンタリングの交流活動は、月 1回程度であり、①学習関連活動(カレッジに課された

レポートや課題への助言や支援)、②会話的活動(特定の専門職に関する個人的洞察、状況

への対応と計画経路)、③文化社会的活動(博物館や美術館訪問)、④就職関連活動(志望

理由書、履歴書、面接への助言。就業体験の提供)、等の活動を実施している。

メンターを派遣している企業は、 AxaInsurance 、 Barclays、 Beazley、Canopius、

Citigroup、CliffordChance、CreditSuisse、Deloitte、FinancialServices Authority、Ford、

HSBC、Kiln、Lloyd's、ManagingTransitions 、MerrillLynch International 、Price

Waterhouse Coopers、Simmons& Simmons、UBS等である 270

同事務局担当者は、大学で社会学を専攻した中国系の専門家で、全 120組のモニタリン

グを担当している o 毎年参加者の 60%が継続し、中には 5--6年継続している参加者もい

るという o 同プログラムは、メンタ一、メンティ、ならびにメンターを派遣している企業

からも好評を博している。これらの声は同プログラムの HP上で公開され、メンター、メ

ンティがそれぞれの参加動機、メンタリングの経験、双方への印象、今後参加するメンテ

ィやメンターへの勧めを語っている。

6. おわりに

以上、英国ロンドン東部地域における三つのビジネス型メンタリング・プログラムの実

態と成果を概括した。近年、メンタリング・プログラムへの政策支援にもかかわらず、そ

の成果は功罪が混在して確定されず28、成果への疑義や MBFによるプログラムの認証制度

にも痛烈な批判が表明されている 29。英国では米国に相当するようなメンタリング・プロ

グラムの成果に関する大規模な計量研究は未だ行われていないが、良好な成果が報告され

る一方、プログラムの成果の誇張に対する批判、ボランティアのメンターと有給メンター

の比較研究やメンタリング・プログラムによる青少年の得失、専門家には及ばないメンタ

ーの技量問題等、メンタリング研究は新たな段階を迎えている o こうした研究成果と実践

的工夫を重ね、英国のメンタリング運動は企業や地域コミュニティと連携しながら、学校

というフォーマルな教育とメンタリングというインフォーマルな教育を融合しつつある。

最近、日本でも比較的知られるようになった専門職養成的要素を多分に含む就業支援型

メンタリング・プログラムに加え、本稿で検討したビジネス型メンタリング・プログラム

は、学校が企業と連携し地域コミュニティの中核として有職市民によるメンタリング運動

を推進している点で、今後の日本におけるメンタリング運動の活性可能性に向けた重大な

示唆を与えている o
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